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議 案 番 号     件           名 

 

 

議案第５３号  洞爺湖町公営企業の設置等に関する条例の制定について 

 

議案第５４号  洞爺湖町国民健康保険税条例の一部改正について 

 

議案第５５号  財産の無償譲渡について 

 

議案第５６号  令和４年度虻田郡洞爺湖町一般会計補正予算（第８号） 



議案第５３号 

 

   洞爺湖町公営企業の設置等に関する条例の制定について 

 

 洞爺湖町公営企業の設置等に関する条例を次のように定める。 

 

令和５年１月１７日提出 

洞爺湖町長 下 道 英 明   

 

洞爺湖町公営企業の設置等に関する条例 

 

（設置） 

第１条 地方公営企業法（昭和２７年法律第２９２号。以下「法」という。）の適用

を受ける事業（以下「公営企業」という。）を、それぞれ次に掲げるとおり設置

する。 

⑴ 生活用水その他の浄水を町民に供給するため、洞爺湖町水道事業を設置する。 

⑵ 生活用水その他の浄水を町民に供給するため、洞爺湖町簡易水道事業を設置

する。 

⑶ 地域の健全な発達及び公衆衛生の向上に寄与し、併せて公共用水域の水質の

保全に資するため、洞爺湖町公共下水道事業を設置する。 

 

（法の適用） 

第２条 法第２条第３項及び地方公営企業法施行令（昭和２７年政令第４０３号。

以下「令」という。）第１条第２項の規定により、公営企業に法の規定の全部を

適用する。 

 

（経営の基本） 

第３条 公営企業は、常に企業の経済性を発揮するとともに、公共の福祉を増進す

るように運営されなければならない。 

２ 水道事業の給水区域、給水人口及び給水量は、それぞれ次に掲げるとおりとす

る。 

⑴ 給水区域 洞爺湖町旭町、本町、浜町、栄町、入江の全域、大磯町、青葉町、

高砂町、泉、清水、三豊、洞爺湖温泉、月浦、花和の各一部の区域 

⑵ 給水人口 10,200人 

⑶ 給水量 8,637 立方メートル 
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３ 簡易水道事業の給水区域、給水人口及び給水量は、それぞれ次に掲げるとおり

とする。 

⑴ 給水区域 洞爺湖町洞爺町、成香、伏見、香川、財田、川東、岩屋、旭浦及

び大原の各一部の区域 

⑵ 給水人口 2,050人 

⑶ 給水量 1,243 立方メートル 

４ 公共下水道事業の名称、区域、処理区・排水区の区域、面積及び人口は、それ

ぞれ次に掲げるとおりとする。 

⑴ 名称 洞爺湖町公共下水道 

⑵ 区域 虻田処理区・虻田排水区及び洞爺処理区・洞爺排水区とし、処理区・排

水区の区域、面積及び人口は、それぞれ次に掲げるとおりとする。 

 ア 虻田処理区・虻田排水区 

   (ｱ) 区域 洞爺湖町旭町、浜町、本町、洞爺湖温泉の全域、青葉町、泉、入

江、栄町、高砂町、大磯町、清水、月浦の各一部 

  (ｲ) 面積 600.4ヘクタール 

  (ｳ) 人口 6,600人 

 イ 洞爺処理区・洞爺排水区 

   (ｱ) 区域 洞爺湖町洞爺町の一部 

   (ｲ) 面積 79.0ヘクタール 

   (ｳ) 人口 720 人 

 

（組織） 

第４条 法第７条ただし書及び令第８条の２の規定に基づき、公営企業に管理者を

置かないものとする。 

２ 法第１４条の規定に基づき、町長が行う公営企業管理者の権限に属する事務を

処理させるため、経済部を置く。 

 

（重要な資産の取得及び処分） 

第５条 法第３３条第２項の規定により予算で定めなければならない公営企業の用

に供する資産の取得及び処分は、予定価格（適正な対価を得てする売払い以外の

方法による譲渡にあっては、その適正な見積価格）が 700 万円以上の不動産若し

くは動産の買入れ若しくは譲渡（不動産信託の場合を除き、土地については、１

件 5,000 平方メートル以上のものに限る。）又は不動産の信託の受益権の買入れ

若しくは譲渡とする。 
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（議会の同意を要する賠償責任の免除） 

第６条 法第３４条において準用する地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２

４３条の２の２第８項の規定により、公営企業の業務に従事する職員の賠償責任

の免除について議会の同意を得なければならない場合は、当該賠償責任に係る賠

償額が２０万円以上である場合とする。 

 

（議会の議決を要する負担付きの寄附の受領等） 

第７条 法第４０条第２項の規定に基づき、業務に関し条例で定めるものは、負担

付きの寄附又は贈与の受領で、その金額又はその目的物の価額が３０万円以上の

もの及び法律上町の義務に属する損害賠償の額の決定で当該決定に係る金額が

３０万円以上のものとする。 

 

（業務状況説明書類の提出） 

第８条 町長は、法第４０条の２第１項の規定に基づき、毎事業年度４月１日から

９月３０日までの業務の状況を説明する書類を１１月３０日までに、１０月１日

から３月３１日までの業務の状況を説明する書類を５月３１日までに作成しな

ければならない。 

２ 前項の業務の状況を説明する書類には、次に掲げる事項を記載するとともに、

１１月３０日までに提出する書類においては前事業年度の決算の状況を、５月３

１日までに提出する書類においては、同日の属する事業年度の予算の概要及び事

業の経営方針を、それぞれ明らかにしなければならない。 

⑴ 事業の概要 

⑵ 経理の状況 

⑶ 前２号に掲げるもののほか、公営企業の経営状況を明らかにするため、町長

が必要と認める事項 

３ 天災その他やむを得ない事故により第１項に定める期日までに同項の業務の状

況を説明する書類を提出することができなかった場合においては、町長はできる

だけ速やかにこれを作成しなければならない。 

 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和５年４月１日から施行する。 

（準備行為） 

２ この条例の規定に関し必要な手続きその他の準備行為は、この条例の施行前に

おいても行うことができる。 
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 （洞爺湖町水道事業の設置等に関する条例等の廃止） 

３ 次に掲げる条例は、廃止する。 

⑴ 洞爺湖町水道事業の設置等に関する条例（平成１８年洞爺湖町条例第１５３

号） 

⑵ 洞爺湖町簡易水道設置条例（平成１８年洞爺湖町条例第４８号） 

⑶ 洞爺湖町公共下水道設置条例（平成１８年洞爺湖町条例第１３９号） 

（経過措置） 

４ この条例の施行の日の前日までに、前項各号に掲げる条例の規定によりなされ

た処分、手続その他の行為は、この条例の相当規定によりなされたものとみなす。 

（洞爺湖町特別会計条例の一部改正） 

５ 洞爺湖町特別会計条例（平成１８年洞爺湖町条例第４１号）の一部を次のよう

に改正する。 

  第１条中第２号及び第４号を削り、第３号を第２号とし、第５号を第３号とす

る。 

 （洞爺湖町簡易水道事業給水条例の一部改正） 

６ 洞爺湖町簡易水道事業給水条例（平成１８年洞爺湖町条例第７０号）の一部を

次のように改正する。 

 第５条後段を削る。 

 （洞爺湖町公共下水道条例の一部改正） 

７ 洞爺湖町公共下水道条例（平成１８年洞爺湖町条例第１４０号）の一部を次の

ように改正する。 

  第２１条第１項中「洞爺湖町公共下水道設置条例（平成１８年洞爺湖町条例第

１３９号）第２条」を「洞爺湖町公営企業の設置に関する条例（令和５年洞爺湖

町条例第 号）第３条第４項第２号」に改める。 

（洞爺湖町長期継続契約を締結することができる契約を定める条例の一部改正） 

８ 洞爺湖町長期継続契約を締結することができる契約を定める条例（平成１８年

洞爺湖町条例第１７１号）の一部を次のように改正する。 

第４条の次に次の１条を加える。 

（公営企業への適用） 

第５条 この条例は、洞爺湖町公営企業における契約についても適用する。 

 （洞爺湖町企業職員の給与の種類及び基準に関する条例の一部改正） 

９ 洞爺湖町企業職員の給与の種類及び基準に関する条例（平成１８年洞爺湖町条

例第１７号）の一部を次のように改正する。 

 第１８条を第１９条とし、第１７条の次に次の１条を加える。 

（会計年度任用職員の給与） 
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第１８条 地方公務員法（昭和２５年法律第２６１号）第２２条の２第１項に規

定する会計年度任用職員として任用される企業職員の給与については、洞爺湖

町会計年度任用職員の給与等に関する条例（令和元年洞爺湖町条例第２２号）

の規定を準用する。 

 （洞爺湖町情報公開条例の一部改正） 

１０ 洞爺湖町情報公開条例（平成１８年洞爺湖町条例第１３号）の一部を次のよ

うに改正する。 

  第２条第２号中「農業委員会及び固定資産評価審査委員会」を「農業委員会、

固定資産評価審査委員会及び公営企業管理者」に改める。 
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議案第５４号 

 

洞爺湖町国民健康保険税条例の一部改正について 

 

 洞爺湖町国民健康保険税条例の一部を改正する条例を次のように定める。 

 

  令和５年１月１７日提出 

洞爺湖町長 下 道 英 明   

 

洞爺湖町国民健康保険税条例の一部を改正する条例 

  

洞爺湖町国民健康保険税条例（平成１８年洞爺湖町条例第１０６号）の一部を次

のように改正する。 

 

 第２条第２項中「６３万円」を「６５万円」に改め、同条第３項中「１９万円」

を「２０万円」に改める。 

 

 第２３条中「６３万円」を「６５万円」に、「１９万円」を「２０万円」に改める。 

 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和５年４月１日から施行する。 

 （適用区分） 

２ この条例による改正後の洞爺湖町国民健康保険税条例の規定は、令和５年度以

後の年度分の国民健康保険税について適用し、令和４年度分までの国民健康保険

税については、なお従前の例による。 
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議案第５５号 

 

   財産の無償譲渡について 

 

 次の財産を無償で譲渡することについて、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）

第９６条第１項第６号の規定により、議会の議決を求める。 

 

  令和５年１月１７日提出 

 

    洞爺湖町長 下 道 英 明   

 

１ 無償で譲渡する財産 

 ⑴ 名 称  電気自動車用急速充電器及び付属施設 

 ⑵ 所在地 

  ア 虻田郡洞爺湖町栄町５８番地 洞爺湖町役場 

  イ 虻田郡洞爺湖町洞爺町１３２番地 洞爺総合支所 

 

２ 譲渡先 

 ⑴ 所在地  東京都港区港南２丁目１３番３４号ＮＳＳ-Ⅱ７階 

 ⑵ 名 称  株式会社 e-Mobility Power 

 ⑶ 代表者  代表取締役社長 四ツ柳 尚子 

 

３ 譲渡日   令和５年２月２５日 
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議案第５６号 

 

令和４年度虻田郡洞爺湖町一般会計補正予算（第８号） 

 

令和４年度虻田郡洞爺湖町一般会計補正予算（第８号）は、次に定めるところに

よる。 

 

（歳入歳出予算の補正) 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ２，９４８千円を追加し、歳入歳

出予算の総額を歳入歳出それぞれ７，９８７，６０４千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入

歳出予算の金額は、「第 1表 歳入歳出予算補正」による。 

 

  令和５年１月１７日提出 

洞爺湖町長 下 道 英 明   
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第１表　歳入歳出予算補正

　１　歳　　入

補正前の額 補 正 額 計

15. 国 庫 支 出 金 896,707 2,359 899,066

2. 国 庫 補 助 金 594,826 2,359 597,185

16. 道 支 出 金 412,692 589 413,281

2. 道 補 助 金 192,058 589 192,647

7,984,656 2,948 7,987,604

（単位：千円）

款 項

歳 入 合 計
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　２　歳　　出

補正前の額 補 正 額 計

3. 民 生 費 1,549,736 3,539 1,553,275

4. 児 童 福 祉 費 170,329 3,539 173,868

13. 予 備 費 62,445 △ 591 61,854

1. 予 備 費 62,445 △ 591 61,854

7,984,656 2,948 7,987,604

（単位：千円）

款 項

歳 出 合 計

-10-


